
八潮市庁舎建設基本構想（素案）のパブリックコメント実施結果と対応について

  １ 意見募集期間  ３ 意見と市の考え方
　　 平成29年12月12日から平成30年1月15日まで（35日間）　  反映区分

　  Ａ：意見を反映し、案を修正する（した）
  ２ 意見提出者・件数 　  Ｂ：すでに案で対応している
　　 提出者数　　１人 　  Ｃ：基本計画の段階で検討していく
　　 意見件数　　９件 　  Ｄ：意見を反映できなかった（しない）

　  Ｅ：その他

パブリックコメントの意見と対応

意見
番号

反映
区分

1 Ｃ

2 Ｃ

3 Ｃ

4 Ｃ

5 Ｃ

6 Ｃ

7 Ｄ

７）その他の機能の③シティセールスプランに基
づいた取組の推進にも関係しますが、基本方針Ⅴ
の八潮らしさが感じられる庁舎を目指すため、市
の魅力を発信することにより、民間企業が市庁舎
へ参入していただけるよう基本計画の中で検討し
てまいりますので、参考とさせていただきます。

２.４利便機能を含む民間施設
　市の魅力を発信（PR）するスペース
と協調した施設とし、民間企業が参入
意欲が掻き立てられ、利用料収入が多
く得られる施設を整備してほしい。

P17

P23

概ねの規模及び事業費について
　４.２事業費の考え方の記述で「最
近の他自治体の事例から…」と記載さ
れているが、他自治体の事業費（坪単
価、㎡単価）の例などが参考資料に記
載が無く、想定している事業費の根拠
が分からない。他自治体の事業費を記
載してほしい。

建設にあたっての条件、事業手法、耐震に関する
構造手法、特殊事情等が異なるため、基本構想と
しては規模及び事業費は概ねの数値として記載し
ているものです。また、事業費については、近年
の建設需要による工事費の高騰といった事情があ
ります。以上を踏まえて、平均的な数値として４
５万円／㎡程度と想定し、延床面積から概算工事
費を５１億円～６９億円とさせていただいていま
す。

箇所 ご意見の要旨 市の対応・考え方

P15

求められる機能について
１）市民サービス機能
　現在コミュニティバス以外に市役所
庁舎に直結するバス停が無いため、雨
の日の来庁に不便が生じている。
　そのため、新庁舎建設の際は庁舎に
直結するバス停を設置できる構造とし
てほしい。

平成３０年度は、基本構想で整理された庁舎の考
え方に基づき、今後の設計の要求事項となる具体
的な機能、設備、規模等を示した基本計画を策定
します。この中で、基本方針Ⅰの市民の利便性が
高い庁舎を目指すため、バス停の位置における利
便性につきましてもバス事業者をはじめ、関係機
関と検討してまいりますので、参考とさせていた
だきます。

３）防災拠点機能
　新庁舎には避難所や帰宅困難者対
策を行え、備蓄機能も備えてほしい。

基本方針Ⅱの災害時の拠点となる、安全・安心な
庁舎とするために、今後、基本計画の中で具体的
に防災拠点機能について検討してまいりますの
で、参考とさせていただきます。

P15

P16

７）その他機能
　市民と行政が情報を共有化できる機
能（市政等の情報公開スペース）を充
実させてほしい。

具体的な機能の必要性につきましては、基本理念
の「共生・協働」の考えを踏まえ、今後、市民
ワークショップの実施や市職員等からなる検討組
織の中で検討してまいりますので、参考とさせて
いただきます。

P16

５）議会機能
　議会フロアについては、議員と市民
が交流できるスペースを設けることを
検討してほしい。

基本方針Ⅰの共生・協働の場となる庁舎として、
議会機能が発揮できる環境整備の検討が必要であ
ると考えていますので、今後、基本計画の中で具
体的に検討してまいりますので、参考とさせてい
ただきます。

P16

６）環境に配慮した機能
　太陽光発電設備、雨水利用（トイレ
等）、深夜電力を活用した設備、
コージェネレーションシステム、を導
入してほしい。

新庁舎は、基本方針Ⅲの環境にやさしい庁舎を目
指すため、今後、基本計画策定の中で具体的にど
のような機能としていくのか、検討してまいりま
すので、参考とさせていただきます。
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8 Ｅ

9 Ｃ

P24

事業手法について
　前例に囚われることなく、事業費を
抑えられる手法で決定されるよう望み
ます。

市では、公民連携に関する取組を推進するため、
民間活力を図る「八潮市ＰＰＰ導入基本方針」を
策定しています。今後、従来型の手法や官民連携
手法などのメリット・デメリットの両面から検討
のうえ総合的に判断し決定してまいります。

その他

その他
　新庁舎建設期間と事業費を抑えるた
め、建設期間中は空き工場、事業所
（例:●●●●●●●●●）を利用し
た仮庁舎の設置を検討してほしい。

基本理念である「安全・安心」の観点から、耐震
性の早期確保は喫緊の課題であり、適正な事業費
とすることが重要であると考えています。仮庁舎
の必要性、代替施設対応の可能性などについて
は、現在調査検討しているところですので、今後
の検討の中で参考とさせていただきます。
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